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厚生 経済産業

産業における災害の実態を全体的に最もよく表しているのが労働災害である．全産業につ

いて度数率の歴史的推移を図 7・1に示した．1952（昭和 27）年から 2016（平成 28）年まで

の約 65年間に全産業の度数率は約 40分の 1に減少しており，1994（平成 6）年以降はほぼ

横ばい状態にあるが長期的には低下傾向にある．
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図 7・1　全産業の度数率の推移

高圧ガスに関わる製造事業所の事故発生件数の推移を図 7・3に示した．1965（昭和 40）
年から 1999（平成 11）年までの約 25年間に事故件数は約 2分の 1に減少したが，1999（平

成 11）年以降は増加傾向にあり，近年特にその傾向が顕著である．
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5）経済産業省：火薬類事故一覧

6）公益社団法人全国火薬類保安協会：火薬類事故防止対策事業報告書

7）厚生労働省：労働災害動向調査

8）消防庁：危険物に係る事故の概要

9）経済産業省商務流通保安グループ高圧ガス保安室：高圧ガスの事故の状況について

10）消防庁：石油コンビナート特別防災区域の特定事業所における事故概要

した．石油コンビナート区域は，2016（平成 28）年現在，83地区が指定されており，363の

第 1種と 323の第 2種事業所が含まれている．地区数および事業所数には年変動があるため，

図 7・4はあくまでも災害の件数であり，災害の発生頻度を示すものではない．災害の発生件

数は 1993（平成 5）年までの約 20年間では著しく減少していたが，その後増加傾向に転じ，

2006（平成 18）年に急増した． （長谷川　和俊・西　晴樹）

産業災害の分類 所管官庁 区分の内容

労働災害
厚生

労働省

労働者 100人以上の事業場について，産業区分ごとに死傷災害の発生率

を度数率および強度率で表示している．産業区分は，日本標準産業分類

に準じており大分類として，農業・林業，鉱業，建設業，製造業，電

気・ガス・水道・熱供給業・情報通信業・運輸業・卸売・小売業などの

12区分とし，さらに中分類と小分類がなされている．また，各労働災

害の発生状況について，死亡災害は全数，死傷災害は約 1／4が公表さ

れている．

危険物災害 消防庁

危険物施設ごとに火災および爆発災害の件数などが公表されている．危

険物施設は，危険物製造所，危険物貯蔵所および危険物取扱所に 3区分

され，さらに貯蔵所と取扱所は 7区分と 4区分にそれぞれ細区分されて

いる．

高圧ガス災害

経済

産業省

高圧ガス保安法の一般高圧ガス保安規則，液化石油ガス保安規則，コン

ビナート等保安規則および冷凍保安規則が適用される製造事業所につい

て，事故の件数，内容などが公表されている．

火薬類災害
5，6）

火薬類取締法が適用される火薬類の事故について，取扱区分（製造中，

消費中，その他）および種類別区分（産業火薬，煙火，がん具煙火）ご

とに発生日時，発生場所，火薬類の種類，数量，被害状況および事故発

生状況の概要が公表されている．

8）

る。しかし，労働災害および高圧ガス災害は必ずしも火災および爆発災害とは限らず，前者

では休業１日以上の業務上の死傷災害であり，後者では，①充塡容器等の破裂・破損，②高

圧ガスの噴出漏洩，③爆発・火災，④社会に影響のあったものを災害としている．表 7・3に

これらの災害の区分内容を示した． （長谷川　和俊・西　晴樹）

した．1962（昭和 37）年から 1994（平成６）年までの約 30年間に，発生率はそれぞれ，危

険物施設全体で 4分の 1，危険物貯蔵所で約 30分の 1，危険物取扱所で 6分の 1および危険

物製造所で 3分の１に低下したが，その後増加傾向となり，危険物施設全体では 1994（平

成 6）年の発生率の 2 .5倍となっている．


